
ファイル名:0000000_1_0155647002711.doc 更新日時:2015/11/10 14:34:00 印刷日時:15/11/10 14:38 

 

四 半 期 報 告 書 
 

(第88期第２四半期) 

自 平成27年７月１日 

至 平成27年９月30日 

 

 

福岡市南区那の川一丁目23番35号 
電話 福岡(092)523-1239 (ダイヤルイン) 

 

(E00146) 



ファイル名:0000000_3_0155647002711.doc 更新日時:2011/11/08 11:50:00 印刷日時:15/11/10 14:39 

 

 

 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 

○○○ 
 



ファイル名:0000000_4_0155647002711.doc 更新日時:2015/11/10 14:38:00 印刷日時:15/11/10 14:39 

目      次 

 

頁

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………２ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………３ 

１ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………３ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………３ 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………３ 

第３ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………６ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………６ 

２ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………８ 

第４ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………９ 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………10 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………19 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………20 

 

四半期レビュー報告書 

 

確認書 



  

  

【表紙】   

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年11月12日 

【四半期会計期間】 第88期第２四半期(自  平成27年７月１日  至  平成27年９月30日) 

【会社名】 株式会社九電工 

【英訳名】 KYUDENKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    西 村 松 次 

【本店の所在の場所】 福岡県福岡市南区那の川一丁目23番35号 

【電話番号】 福岡(092)523－1239 

【事務連絡者氏名】 経理部  経理総括グループ長    末 次 敏 幸 

【最寄りの連絡場所】 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60) 

【電話番号】 東京(03)3980－8611 (代表) 

【事務連絡者氏名】 東京本社  総務部長    山 﨑  明 

【縦覧に供する場所】 株式会社九電工東京本社 

(東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60)) 

株式会社九電工関西支店 

(大阪市中央区南船場二丁目９番８号(シマノ・住友生命ビル)) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

証券会員制法人福岡証券取引所 

(福岡市中央区天神二丁目14番２号) 
 

― 1 ―



第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して 

いない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。 

４．第87期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。 

また、主要な関係会社に異動はない。 

  

回次 
第87期 

第２四半期 
連結累計期間 

第88期 
第２四半期 
連結累計期間 

第87期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (百万円) 138,242 139,663 315,949 

経常利益 (百万円) 7,608 11,367 18,163 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 4,742 7,496 11,517 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,751 7,358 12,741 

純資産額 (百万円) 98,145 110,501 104,658 

総資産額 (百万円) 226,004 238,603 254,942 

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 71.85 114.01 174.54 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) － 105.27 173.44 

自己資本比率 (％) 42.7 45.5 40.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 12,809 3,853 19,117 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,458 △4,970 △11,816 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,451 △3,428 6,680 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 28,507 31,347 35,931 
 

回次 
第87期 

第２四半期 
連結会計期間 

第88期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日

自  平成27年７月１日 
至  平成27年９月30日 

１株当たり四半期純利益 (円) 56.07 61.46 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。 

  なお、重要事象等は存在していない。 

  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものである。 

(1) 業績の状況 

当第２四半期におけるわが国の経済は、中国をはじめとする新興国経済の減速の影響がみられるものの、企業業

績や雇用・所得環境の改善などを背景に、緩やかな回復基調で推移した。 

建設業界においては、企業収益の改善に伴う設備投資の増加に加え、東京オリンピックを契機とした大型都市開

発の本格化など、建設投資の回復の動きが強まってきた。 

このような状況のもと、当社グループは、お客様のニーズを的確に捉えた技術提案営業の推進や、建設需要が増

大する大都市圏における営業力・施工力の強化などを柱に、受注の拡大に全力を傾注してきた。 

また、コスト削減や工事品質の確保を徹底するとともに、工事量の増加に対応するため、施工戦力の拡充や効率

的な施工体制の整備など工事利益率の向上に向けた取り組みを進めてきた。 

以上のような事業運営の結果、当第２四半期の業績は、工事受注高、売上高ともに増加し、また、利益面におい

ても工事採算性の向上によって、前年同期を大幅に上回った。 

  

〔連結業績〕 

  

工事受注高 2,022億75百万円 （前年同期実績   1,825億16百万円） 

売 上 高 1,396億63百万円 （前年同期実績   1,382億42百万円） 

営 業 利 益 100億０百万円 （前年同期実績     68億93百万円） 

経 常 利 益 113億67百万円 （前年同期実績    76億８百万円） 

親会社株主に帰属
する四半期純利益 

74億96百万円 （前年同期実績    47億42百万円） 
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セグメント別の業績は、次のとおりである。 

①  設備工事業 

売上高の状況は、前連結会計年度に比べ、配電線工事および屋内線工事が増加したものの、空調管工事が減少

したことから、前年同四半期と比べ、11億63百万円減少（0.9％減）し、1,309億53百万円となった。 

また、セグメント利益（営業利益）については、コスト削減の効果によって工事採算性が向上したことなどか

ら、前年同四半期と比べ、30億91百万円増加し、96億32百万円となった。 

②  その他 

売上高の状況は、工事に関する材料並びに機器の販売事業及び再生可能エネルギー発電事業が増加したことな

どから、前年同四半期と比べ、25億85百万円増加（42.2％増）し、87億10百万円となった。 

また、セグメント利益（営業利益）についても、前年同四半期と比べ、33百万円増加し、２億94百万円となっ

た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、313億47百万円となっ

た。 

なお、当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、増加した資金は38億53百万円（前年同四半期比89億55百万円の収入額減少）となった。 

これは、主に仕入債務の決済や手持工事の進捗に伴う未成工事支出金等への支出よりも、税金等調整前四半期純

利益の計上や売上債権の回収が上回ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、支出した資金は49億70百万円（前年同四半期比５億11百万円の支出額増加）となった。 

これは、主に有形固定資産および投資有価証券の取得によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、支出した資金は34億28百万円（前年同四半期比19億76百万円の支出額増加）となった。 

これは、主に長期借入金の返済によるものである。 

  

(3) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、129百万円である。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。 
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(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

今後の経済見通しについては、企業収益や雇用情勢の改善によって、景気は緩やかに回復していくものと予想さ

れるものの、アジア新興国経済の減速など、下振れの要因も広がっている。 

建設業界においては、堅調な企業業績を背景とした民間設備投資の持ち直しに加え、東京オリンピック関連工事

の具体化など建設投資の増加が期待される一方で、労働者不足や建設コストの上昇などの課題が大きくなるものと

予測される。 

このような状況のもと、当社グループは、本年度より新たにスタートした中期経営計画に基づき、アフターサー

ビス体制の充実やソリューション営業の拡充、首都圏における経営基盤の強化・拡大、徹底した品質の確保とコス

ト競争力の強化などの取り組みを着実に実践し、業容の拡大・収益の向上を目指していく。 

  
  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

資産合計は、手持工事の進捗に伴い、未成工事支出金が増加したが、受取手形・完成工事未収入金等の売掛債権

の回収などから、前連結会計年度末に比べ163億39百万円減少し、2,386億３百万円となった。 

負債合計は、仕入債務の決済による支払手形・工事未払金等の減少などから、前連結会計年度末に比べ221億82百

万円減少し、1,281億２百万円となった。 

純資産合計は、配当金の支払による減少があったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益

剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べ、58億42百万円増加し、1,105億１百万円となった。 

  

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、「快適な環境づくりを通して社会に貢献します」を企業理念の柱に掲げ、電気、空気調和、冷

暖房、給排水、情報通信などの設計・施工を営む総合設備業として、社会的使命を果たすと同時に、お客さまや地

域社会とともに発展し続ける企業であることを経営の基本としている。 

この基本的な考え方に基づき、当社グループは、「さらなる飛躍への挑戦」をメインテーマとする新しい中期経

営計画（2015～2019年度：５カ年計画）を策定し、その具現化に向けた取り組みをスタートした。 

本計画では、「九州における安定的な基盤確立」と「首都圏事業の強化」、さらには、永続的課題である「人財

の育成」を成長戦略の柱に、たとえ経営環境が変化しても、熾烈な競争を勝ち抜くことができるグループの総合力

向上をめざして、以下に掲げる重点施策に全力で取り組むこととしている。 

  
〔中期経営計画の重点施策〕 

① お客様の信頼と期待に応える「営業力」の追求 

② 競争に打ち勝つ「技術力」の進化 

③ 収益を生み出す「現場力」の向上 

④ 未来へ飛躍する「成長力」の強化 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

 (注) 提出日現在発行数には、平成27年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行 

された株式数は、含まれていない。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  
  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はない。 

  
  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  
  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 250,000,000 

計 250,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成27年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年11月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 66,039,535 66,039,535 
東京証券取引所 
(市場第一部) 
福岡証券取引所 

単元株式数は      
1,000株である。 

計 66,039,535 66,039,535 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成27年９月30日 ― 66,039 ― 7,901 ― 7,889 
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(6) 【大株主の状況】 

  

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  

    平成27年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

九州電力株式会社 福岡市中央区渡辺通二丁目１－82 15,980 24.19 

九電工従業員持株会 福岡市南区那の川一丁目23－35 3,820 5.78 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 3,439 5.20 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前三丁目１－１ 3,263 4.94 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神二丁目13－１ 3,133 4.74 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,186 3.31 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) 
RE 15PCT TREATY ACCOUNT 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店 
カストディ業務部） 

50 BANK STREET CANARY WHARF  
LONDON E14 5NT, UK 
（東京都中央区日本橋三丁目11－１） 

1,597 2.41 

九電工労組 福岡市南区那の川一丁目24番１号 1,300 1.96 

西日本鉄道株式会社 福岡市中央区天神一丁目11－17 1,142 1.72 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,133 1.71 

計 ― 36,995 56.02 
 

        平成27年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式） 
― ― 

普通株式 367,000 

(相互保有株式) 
― ― 

普通株式 45,000 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

64,997 ― 
64,997,000 

単元未満株式 
普通株式 

― １単元(1,000株)未満の株式 
630,535 

発行済株式総数 66,039,535 ― ― 

総株主の議決権 ― 64,997 ― 
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② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はない。 

  

    平成27年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
㈱九電工 

福岡市南区那の川一丁目 
23－35 

367,000 ― 367,000 0.55 

(相互保有株式) 
㈱九建 

福岡市中央区清川二丁目 
13－６ 

43,000 ― 43,000 0.06 

(相互保有株式) 
西技工業㈱ 

福岡市中央区渡辺通二丁目 
９－22 

2,000 ― 2,000 0.00 

計 ― 412,000 ― 412,000 0.62 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金預金 37,957 33,490 

    受取手形・完成工事未収入金等 79,857 65,697 

    有価証券 197 346 

    未成工事支出金 8,282 9,405 

    商品 1,533 1,239 

    材料貯蔵品 541 589 

    繰延税金資産 3,041 3,198 

    その他 4,376 3,195 

    貸倒引当金 △4 △4 

    流動資産合計 135,784 117,157 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物・構築物（純額） 31,984 31,570 

      土地 27,863 27,944 

      その他（純額） 21,724 22,851 

      有形固定資産合計 81,571 82,367 

    無形固定資産     

      のれん 1,408 1,292 

      その他 1,189 1,034 

      無形固定資産合計 2,598 2,326 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※1  29,768 ※1  31,313 

      長期貸付金 297 509 

      繰延税金資産 2,380 2,391 

      その他 3,315 3,336 

      貸倒引当金 △773 △799 

      投資その他の資産合計 34,987 36,751 

    固定資産合計 119,158 121,445 

  資産合計 254,942 238,603 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形・工事未払金等 68,445 53,809 

    短期借入金 3,282 3,354 

    未払法人税等 5,140 4,163 

    未成工事受入金 16,166 12,985 

    工事損失引当金 449 192 

    その他 6,848 5,970 

    流動負債合計 100,332 80,475 

  固定負債     

    転換社債型新株予約権付社債 10,000 9,999 

    長期借入金 18,047 16,795 

    リース債務 1,758 2,035 

    役員退職慰労引当金 228 224 

    退職給付に係る負債 18,045 16,384 

    その他 1,871 2,186 

    固定負債合計 49,951 47,626 

  負債合計 150,284 128,102 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 7,901 7,901 

    資本剰余金 7,889 7,891 

    利益剰余金 85,537 92,082 

    自己株式 △48 △600 

    株主資本合計 101,279 107,274 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 4,012 3,635 

    繰延ヘッジ損益 △82 △79 

    為替換算調整勘定 528 505 

    退職給付に係る調整累計額 △3,119 △2,876 

    その他の包括利益累計額合計 1,338 1,185 

  非支配株主持分 2,040 2,041 

  純資産合計 104,658 110,501 

負債純資産合計 254,942 238,603 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高     

  完成工事高 132,117 130,953 

  その他の事業売上高 6,125 8,710 

  売上高合計 138,242 139,663 

売上原価     

  完成工事原価 116,678 111,943 

  その他の事業売上原価 5,092 7,543 

  売上原価合計 121,770 119,486 

売上総利益     

  完成工事総利益 15,438 19,009 

  その他の事業総利益 1,032 1,167 

  売上総利益合計 16,471 20,177 

販売費及び一般管理費 ※1  9,577 ※1  10,176 

営業利益 6,893 10,000 

営業外収益     

  受取利息 33 36 

  受取配当金 181 397 

  持分法による投資利益 33 158 

  受取保険金及び配当金 347 472 

  その他 407 523 

  営業外収益合計 1,003 1,587 

営業外費用     

  支払利息 194 193 

  その他 94 27 

  営業外費用合計 289 220 

経常利益 7,608 11,367 

特別利益     

  固定資産売却益 1 0 

  投資有価証券売却益 143 43 

  負ののれん発生益 25 - 

  特別利益合計 170 44 

特別損失     

  固定資産処分損 39 8 

  投資有価証券売却損 - 4 

  投資有価証券評価損 9 14 

  特別損失合計 48 27 

税金等調整前四半期純利益 7,729 11,383 

法人税等 2,942 3,867 

四半期純利益 4,787 7,516 

非支配株主に帰属する四半期純利益 45 19 

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,742 7,496 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 4,787 7,516 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 913 △362 

  為替換算調整勘定 △125 △24 

  退職給付に係る調整額 181 243 

  持分法適用会社に対する持分相当額 △5 △14 

  その他の包括利益合計 963 △157 

四半期包括利益 5,751 7,358 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 5,711 7,343 

  非支配株主に係る四半期包括利益 39 15 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 7,729 11,383 

  減価償却費 2,558 2,674 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △86 25 

  
退職給付に係る負債及び役員退職慰労引当金の
増減額（△は減少） 

△1,518 △1,328 

  工事損失引当金の増減額（△は減少） △442 △257 

  投資損失引当金の増減額（△は減少） 1 △54 

  受取利息及び受取配当金 △215 △433 

  支払利息 194 193 

  為替差損益（△は益） △38 6 

  持分法による投資損益（△は益） △33 △158 

  有形固定資産売却損益（△は益） 2 △0 

  有形固定資産除却損 36 3 

  有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 9 14 

  有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △143 △39 

  売上債権の増減額（△は増加） 16,655 14,770 

  未成工事支出金の増減額（△は増加） △2,924 △1,383 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △2,523 245 

  仕入債務の増減額（△は減少） △10,272 △15,218 

  未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,825 △2,821 

  長期未払金の増減額（△は減少） 9 23 

  未払又は未収消費税等の増減額 △1,698 △280 

  その他 1,410 1,258 

  小計 13,537 8,622 

  利息及び配当金の受取額 232 442 

  利息の支払額 △194 △193 

  法人税等の支払額 △766 △5,017 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 12,809 3,853 
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                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 - △131 

  定期預金の払戻による収入 - 3 

  有形固定資産の取得による支出 △2,674 △2,727 

  有形固定資産の売却による収入 11 0 

  投資有価証券の取得による支出 △847 △2,283 

  投資有価証券の売却による収入 979 434 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△679 - 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 

- 69 

  長期貸付けによる支出 △10 △473 

  長期貸付金の回収による収入 53 29 

  その他 △1,292 109 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,458 △4,970 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △871 35 

  長期借入れによる収入 1,760 - 

  長期借入金の返済による支出 △1,268 △1,429 

  自己株式の取得による支出 △14 △552 

  配当金の支払額 △526 △984 

  非支配株主への配当金の支払額 △2 △7 

  非支配株主への払戻による支出 △10 △10 

  
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出 

- △0 

  その他 △517 △479 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △1,451 △3,428 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △59 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,839 △4,545 

現金及び現金同等物の期首残高 21,668 35,931 

連結子会社の決算期の変更に伴う期首現金及び現金
同等物の増減額（△は減少） 

- △38 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  28,507 ※１  31,347 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 
  

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

※１ 投資有価証券の金額から直接控除している投資損失引当金の額 

  

  

２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っている。 

  

  

３ 受取手形裏書譲渡高 

  

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更している。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、

暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連

結財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支

配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。 

 当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載している。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用している。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純利益は１百万円減少している。また、当第２四

半期連結会計期間末の資本剰余金が１百万円増加している。 
 

  
当第２四半期連結累計期間 

(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

投資有価証券 273百万円 218百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

渥美グリーンパワー(株) 639百万円 595百万円 

長島ウインドヒル(株) 322百万円 302百万円 

計 961百万円 898百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

受取手形裏書譲渡高 0百万円 2百万円 
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(四半期連結損益計算書関係) 

  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りである。 

  

  

(株主資本等関係) 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日) 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日) 

従業員給料手当 4,079百万円 4,331百万円 

退職給付費用 222百万円 264百万円 

減価償却費 436百万円 442百万円 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
至 平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日) 

現金預金 28,518百万円 33,490百万円 

預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△11百万円 △2,142百万円 

現金及び現金同等物 28,507百万円 31,347百万円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年４月28日 
取締役会 

普通株式 528 8.00 平成26年３月31日 平成26年６月６日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年10月30日 
取締役会 

普通株式 660 10.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年４月28日 
取締役会 

普通株式 989 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月５日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年10月29日 
取締役会 

普通株式 1,313 20.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関する材料並びに機器の

販売事業、不動産販売事業、再生可能エネルギー発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、医療関連事

業、ゴルフ場経営、ビジネスホテル経営、商業施設の企画・運営等を含んでいる。 

 ２. セグメント利益の調整額91百万円は、セグメント間取引消去である。 

 ３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

  
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

（注）１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事に関する材料並びに機器の

販売事業、不動産販売事業、再生可能エネルギー発電事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、環境分析・測

定事業、医療関連事業、ゴルフ場経営、ビジネスホテル経営、商業施設の企画・運営等を含んでいる。 

 ２. セグメント利益の調整額73百万円は、セグメント間取引消去である。 

 ３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

  

    (単位：百万円) 

  

報告セグメント
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注３） 設備工事業 

売上高           

 外部顧客への売上高 132,117 6,125 138,242 ― 138,242 

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

634 9,388 10,023 △10,023 ― 

計 132,751 15,514 148,265 △10,023 138,242 

セグメント利益 6,540 261 6,802 91 6,893 
 

    (単位：百万円) 

  

報告セグメント
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注３） 設備工事業 

売上高           

 外部顧客への売上高 130,953 8,710 139,663 ― 139,663 

 セグメント間の内部売上高 
 又は振替高 

1,562 7,124 8,687 △8,687 ― 

計 132,515 15,835 148,351 △8,687 139,663 

セグメント利益 9,632 294 9,926 73 10,000 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりである。 

  

２ 【その他】 

第88期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年10月29日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議した。 

① 配当金の総額                 1,313百万円 

② １株当たりの金額                  20円 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成27年12月１日 

  

  

項目 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額(円) 71.85 114.01 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 4,742 7,496 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

4,742 7,496 

普通株式の期中平均株式数(千株) 65,996 65,750 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額(円) ― 105.27 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ― 

（うち支払利息（税額相当額控除後）(百万円)） (―) (―) 

普通株式増加数(千株) ― 5,456 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年11月10日

株式会社九電工 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社九電工

の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成27

年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社九電工及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    東  能  利  生    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    宮  本  義  三    ㊞ 
 

  

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。 

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年11月12日 

【会社名】 株式会社九電工 

【英訳名】 KYUDENKO CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 西 村 松 次 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 福岡県福岡市南区那の川一丁目23番35号 

【縦覧に供する場所】 株式会社九電工東京本社 

   (東京都豊島区東池袋三丁目１番１号(サンシャイン60)) 

  株式会社九電工関西支店 

   (大阪市中央区南船場二丁目９番８号(シマノ・住友生命ビル)) 

  株式会社東京証券取引所 

   (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  証券会員制法人福岡証券取引所 

   (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長西村松次は、当社の第88期第２四半期（自  平成27年７月１日  至  平成27年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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